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（１）連結経営成績に関する定性的情報

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、震災以降、生産、輸出、個人消費等に持ち直しの動きがみられ

たものの、そのテンポはこのところやや鈍化し、電力供給の制約をはじめ、欧州諸国の財政問題や、円高及び世界株
安等の影響等により、景気が下振れするリスクも含んでおり、今後も予断を許さない状況となっております。

当社グループが事業の主体とする不動産業界では、サプライチェーンの混乱も早期に復旧し、新設住宅着工戸数も

回復の動きを見せるなど、住宅に対する消費マインドは震災以前の水準に回復していることが窺えます。今後につい
ても、各種の住宅取得促進政策の再開・拡充や被災住宅の再建が見込まれることなどから住宅投資が堅調に推移して

いくものと予想されますが、一部の地域における地盤などの風評による需要の不透明さや、土地仕入競争の激化、供

給過剰による在庫増加などの不安材料もあり、先行きの見通しについては予断を許さない状況となっております。
このような事業環境のなか、当社グループは「市況に左右されない社内体制の強化」を目標として「健全な事業成

長モデルの維持」「商品価値の更なる向上」「更なるコスト削減」を掲げ、住宅性能評価書全棟取得、環境共生住宅

システム認定取得、長期優良住宅認定取得を推進してまいりました。
主力である戸建分譲事業においては、震災の影響による契約の落ち込み懸念や、市場に供給過剰感があることによ

る競争の激化傾向を踏まえ、仕入・着工・販売のバランス維持のため早期販売等による在庫回転率重視の販売活動を

実施した結果、利益面において影響は出たものの、仕入・着工・販売のバランス、在庫回転率においては適正な水準
が維持できております。

建築請負事業においては、法人からの請負工事に対する受注体制及び生産体制の強化に注力したことにより、堅調

に収入の拡大を見せておりますが、一方で個人注文住宅受注の強化に伴い販売費及び一般管理費が増加している面も
あり、今後は経営資源の適正配置を行いながら事業の拡大を図っていきます。

その他の販売費及び一般管理費においては、ほぼ想定通りの水準を維持し、財務面においても最適資金調達の基本

方針に沿って、積極的な土地仕入に十分対応できるだけの調達枠を確保できております。
その結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は 百万円（前年同期比 ％増）となったものの、主

に、市場の供給過剰感に対応すべく上記の在庫回転率重視の販売活動を実施した結果、利益面に影響を受けたこと、

また近年の地価下落、鋼材価格の高騰等の影響を受け、かねてより事業構想、推進体制を検討していた千葉県印西市
武西学園台のプロジェクト用地の評価方法を見直したこと等によってたな卸資産評価損 億 百万円を計上したこと

により、営業利益は 百万円（前年同期比 ％減）、経常利益は 百万円（前年同期比 ％減）とな

り、また上記に加えて、税務上の繰越欠損金の解消に伴う法人税等 億 百万円の計上等により、四半期純利益は
百万円（前年同期比 ％減）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

①不動産分譲事業

戸建住宅においては、前年同期と比較して販売戸数が 戸増加したこと等により、戸建住宅に係る不動産販売高
は 億 百万円（前年同期比 ％増）となりました。また土地分譲においては、不動産販売高は 億 百万円

（前年同期比 ％減）となりました。建築条件付戸建住宅においては、不動産販売高は 億 百万円（前年同期

比 ％減）となりました。合計で不動産分譲事業全体の売上高は 百万円（前年同期比 ％増）となりま
した。

②建築請負事業

建築請負事業は、請負工事収入 百万円（前年同期比 ％増）となりました。
③不動産賃貸事業

不動産賃貸事業は、賃貸収入 百万円（前年同期比 ％減）となりました。

なお、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平

成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。各セグメントの前年同期比については、前第３四半期連結会計期間のセ
グメント情報を本会計基準及び適用指針適用後のセグメントに組み替えたうえで算定しております。

（２）連結財政状態に関する定性的情報
当第３四半期連結会計期間末の資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と

なりました。これは主に、現金及び預金が 百万円減少したのに対し、土地仕入の強化等によりたな卸資産が

億 百万円増加したこと等によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と

なりました。これは、主に不動産分譲事業における事業用地仕入資金として借り入れた借入金が 億 百万円増加
したこと、税務上の繰越欠損金の解消に伴い未払法人税等が 百万円増加したこと等によるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は 百万円となり、前連結会計年度末比で 百万円の増加と
なりました。これは主に、剰余金の配当 億 百万円に対し、四半期純利益 百万円を計上したこと等による

ものであります。

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は営業活動による資金の減

少、財務活動による資金の増加等により、第２四半期連結会計期間末に比べて 億 百万円減少し 百万円

となりました。当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりでありま
す。

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益 億 百万円の計上、仕入債務の増加額

億 百万円等があった一方で、たな卸資産の増加額 億 百万円等により 億 百万円の減少となりました。前

年同期と比較して、 億 百万円の減少であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入 億 百万円等により 百万円の増加

となりました。前年同期と比較して、 億 百万円の減少であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増加額 億 百万円、長期借入金の返済による支出

億 百万円、配当金の支払額 億 百万円等により 億 百万円の増加となりました。前年同期と比較して、

億 百万円の増加であります。

（３）連結業績予想に関する定性的情報

平成24年１月期の連結業績予想につきましては、現時点では、平成23年３月15日公表の業績予想に変更はござい

ません。

（１）重要な子会社の異動の概要

該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

該当事項はありません。

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

会計処理基準に関する事項の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれぞれ 百万円減少し、税金等調

整前四半期純利益が 百万円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は 百万円、投資その他の資産の「その他」に含ま

れる差入敷金保証金の変動額は 百万円であります。

表示方法の変更

（四半期連結損益計算書）

当第３四半期連結累計期間

１．前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「保険返戻金」は、重要性が乏しいため、営業外

収益の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「保険返戻金」は 百万円でありま

す。

２．「連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に

より、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

当第３四半期連結会計期間

「連結財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に

より、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,850 15,692

販売用不動産 14,582 9,509

仕掛販売用不動産 37,477 28,915

未成工事支出金 4,925 4,275

原材料及び貯蔵品 22 22

その他 883 1,864

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 68,739 60,278

固定資産

有形固定資産

建物 4,744 4,796

土地 8,393 9,036

その他 485 476

減価償却累計額 △1,674 △1,592

有形固定資産合計 11,948 12,716

無形固定資産 221 230

投資その他の資産

投資有価証券 539 587

その他 636 438

貸倒引当金 △24 △24

投資その他の資産合計 1,150 1,001

固定資産合計 13,320 13,948

資産合計 82,059 74,226
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成23年１月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 11,342 10,569

短期借入金 30,257 24,206

1年内返済予定の長期借入金 810 1,543

未払法人税等 1,509 102

賞与引当金 222 65

その他 1,420 1,343

流動負債合計 45,562 37,831

固定負債

長期借入金 717 1,759

退職給付引当金 487 724

保証工事引当金 337 364

その他 155 150

固定負債合計 1,697 2,999

負債合計 47,260 40,830

純資産の部

株主資本

資本金 7,811 7,809

資本剰余金 8,103 8,101

利益剰余金 18,709 17,262

自己株式 △40 △40

株主資本合計 34,583 33,131

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 183 248

評価・換算差額等合計 183 248

新株予約権 32 15

純資産合計 34,799 33,396

負債純資産合計 82,059 74,226
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（２）四半期連結損益計算書
（第３四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
至 平成22年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
至 平成23年10月31日)

売上高 61,836 73,702

売上原価 50,146 62,393

売上総利益 11,689 11,309

販売費及び一般管理費 5,480 6,032

営業利益 6,209 5,277

営業外収益

受取利息及び配当金 12 19

受取保険金 6 36

保険返戻金 3 －

還付加算金 － 6

補助金収入 9 －

その他 11 15

営業外収益合計 41 77

営業外費用

支払利息 626 465

融資手数料 228 167

その他 39 84

営業外費用合計 894 717

経常利益 5,356 4,637

特別利益

固定資産売却益 4 3

受取和解金 55 －

退職給付制度改定益 － 249

特別利益合計 59 252

特別損失

固定資産売却損 23 17

減損損失 332 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 4

特別損失合計 355 22

税金等調整前四半期純利益 5,060 4,867

法人税、住民税及び事業税 58 1,505

法人税等調整額 △247 326

法人税等合計 △188 1,831

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,036

四半期純利益 5,249 3,036

主陬餃撤晁*::97+漉烋耨46烝3鏤鑢漉05嗔湧鑢ゃ二ô徳

/"8"/



（第３四半期連結会計期間）

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成22年８月１日
至 平成22年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成23年８月１日
至 平成23年10月31日)

売上高 22,245 24,226

売上原価 17,985 20,897

売上総利益 4,259 3,328

販売費及び一般管理費 1,894 2,001

営業利益 2,365 1,327

営業外収益

受取利息及び配当金 2 0

受取保険金 2 16

保険返戻金 2 －

その他 3 6

営業外収益合計 10 23

営業外費用

支払利息 221 151

融資手数料 89 48

その他 2 10

営業外費用合計 313 210

経常利益 2,062 1,141

特別利益

固定資産売却益 1 1

特別利益合計 1 1

特別損失

固定資産売却損 0 3

減損損失 255 －

特別損失合計 255 3

税金等調整前四半期純利益 1,809 1,139

法人税、住民税及び事業税 19 706

法人税等調整額 △14 △88

法人税等合計 4 618

少数株主損益調整前四半期純利益 － 521

四半期純利益 1,804 521
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年２月１日
至 平成22年10月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年２月１日
至 平成23年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,060 4,867

減価償却費 220 196

引当金の増減額（△は減少） 128 △106

受取利息及び受取配当金 △12 △19

支払利息 626 465

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,544 △13,884

仕入債務の増減額（△は減少） 3,430 772

その他 177 578

小計 △5,911 △7,129

利息及び配当金の受取額 12 19

利息の支払額 △660 △472

法人税等の支払額 △34 △54

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,593 △7,637

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 1,412 299

無形固定資産の取得による支出 △12 △44

その他 △11 △135

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,389 119

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,954 6,050

長期借入金の返済による支出 △767 △1,775

配当金の支払額 △716 △1,592

その他 △5 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,464 2,675

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 259 △4,842

現金及び現金同等物の期首残高 11,835 15,692

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,094 10,850
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該当事項はありません。

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日）

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年10月31日）

（注）１．事業区分の方法

事業は、当社グループの事業内容を勘案して区分しております。

２．各事業区分の主な内容

不動産分譲事業：戸建住宅、宅地の販売

建築請負事業 ：注文住宅等の建築、建築請負工事

不動産賃貸事業：不動産の賃貸

その他事業 ：不動産売買の仲介、その他不動産分譲事業の周辺業務等

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成22年２月１日 至 平成22年10月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店については該当事項がないため、所在地別セグメ

ント情報を記載しておりません。

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自 平成22年８月１日 至 平成22年10月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成22年２月１日 至 平成22年10月31日） 

海外売上高については該当事項がないため、海外売上高を記載しておりません。

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

不動産分譲
事業

（百万円）

建築請負
事業

（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高 21,078 994 104 67 22,245 － 22,245

営業利益 2,299 112 40 61 2,513 △148 2,365

不動産分譲
事業

（百万円）

建築請負
事業

（百万円）

不動産賃貸
事業

（百万円）

その他
事業

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高 57,525 3,803 326 181 61,836 － 61,836

営業利益 5,833 579 55 162 6,631 △422 6,209
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、事業内容に応じた事業本部及び事業部門を置き、各事業本部等は、取り扱う事業について包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は、事業内容を基礎とした「不動産分譲事業」、「建築請負事業」及び「不動産賃貸事業」

の３つを報告セグメントとしております。

「不動産分譲事業」は戸建住宅等の分譲事業を行っており、「建築請負事業」は注文住宅等の建築請負事

業を行っており、「不動産賃貸事業」は保有する賃貸住宅等の賃貸事業を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年２月１日 至 平成23年10月31日）

（注）１．セグメント利益の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当第３四半期連結会計期間（自 平成23年８月１日 至 平成23年10月31日）

（単位：百万円）

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額 百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門等に係る一般管理費等であり

ます。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。

該当事項はありません。

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

不動産分譲
事業

建築請負
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 71,480 1,974 247 73,702 － 73,702

セグメント間の内部売上高
又は振替高

10 271 － 282 △282 －

計 71,491 2,246 247 73,985 △282 73,702

セグメント利益 6,680 1 110 6,792 △1,514 5,277

△1,514

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

不動産分譲
事業

建築請負
事業

不動産賃貸
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 23,545 599 81 24,226 － 24,226

セグメント間の内部売上高
又は振替高

4 100 － 104 △104 －

計 23,549 700 81 24,331 △104 24,226

セグメント利益又は損失（△） 1,806 △10 38 1,834 △507 1,327

△507

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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生産、契約及び販売の状況

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20
年３月21日）を適用しており、下記の生産の実績、契約の状況及び販売の実績は、前第３四半期連結会計期間につ

いても本会計基準及び適用指針適用後のセグメントに組み替えたうえで算定しております。

(1）生産の実績

（注）１．金額は販売価額により表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）契約の状況

（注）１．金額は販売価額により表示しております。

２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業

のその他建築請負工事の件数は省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４．補足情報

セグメントの名称 項目

前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日

至 平成22年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年８月１日

至 平成23年10月31日）

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 24,586 － 26,906 +9.4

土地 516 － 426 △17.4

建築条件付戸建住宅 1,624 － 535 △67.0

小計 26,727 － 27,868 +4.3

建築請負事業

建築請負工事 409 － 394 △3.6

その他建築請負工事
（リフォーム等）

210 － 186 △11.7

小計 620 － 581 △6.3

合計 27,347 － 28,449 +4.0

セグメントの名称 項目

前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日

至 平成22年10月31日）

契約高
前第３四半期連結会計期間末

契約残高

件数
前年同期比

（％）

金額

（百万円）

前年同期比

（％）
件数

前年同期比

（％）

金額

（百万円）

前年同期比

（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 628 － 21,516 － 469 － 17,239 －

土地 9 － 254 － 2 － 33 －

建築条件付戸建住宅 23 － 943 － 60 － 2,441 －

小計 660 － 22,714 － 531 － 19,714 －

建築請負事業

建築請負工事 34 － 546 － 97 － 1,407 －

その他建築請負工事
（リフォーム等）

－ － 196 － － － 77 －

小計 34 － 743 － 97 － 1,485 －

合計 694 － 23,457 － 628 － 21,199 －

セグメントの名称 項目

当第３四半期連結会計期間

（自 平成23年８月１日
至 平成23年10月31日）

契約高
当第３四半期連結会計期間末

契約残高

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

不動産分譲事業

戸建住宅 763 +21.5 25,016 +16.3 448 △4.5 15,108 △12.4

土地 18 +100.0 380 +49.6 17 +750.0 331 +895.2

建築条件付戸建住宅 13 △43.5 526 △44.3 22 △63.3 983 △59.7

小計 794 +20.3 25,922 +14.1 487 △8.3 16,423 △16.7

建築請負事業

建築請負工事 34 － 486 △11.0 100 +3.1 1,408 +0.1

その他建築請負工事

（リフォーム等）
－ － 213 +8.3 － － 143 +85.2

小計 34 － 699 △5.8 100 +3.1 1,551 +4.5

合計 828 +19.3 26,622 +13.5 587 △6.5 17,975 △15.2
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(3）販売の実績

（注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．件数については、戸建住宅は戸数、土地は区画数、建築条件付戸建住宅は土地の区画数を表示しております。また、建築請負事業

及び不動産賃貸事業の件数は省略しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

セグメントの名称 項目

前第３四半期連結会計期間
（自 平成22年８月１日

至 平成22年10月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成23年８月１日

至 平成23年10月31日）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

件数
前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

不動産分譲事業

不動産販売高

戸建住宅 585 － 19,551 － 684 +16.9 22,516 +15.2

土地 15 － 516 － 16 +6.7 426 △17.4

建築条件付戸建住宅 36 － 1,484 － 14 △61.1 544 △63.3

その他 － － 44 － － － 57 +28.8

小計 636 － 21,596 － 714 +12.3 23,545 +9.0

建築請負事業 － － 534 － － － 599 +12.2

不動産賃貸事業 － － 114 － － － 81 △28.4

合計 636 － 22,245 － 714 +12.3 24,226 +8.9
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